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1.は じ め に

現在では,通 勤難 ・道路交通の渋滞などの交通問題や,大 気汚染 ・騒音などの交通公害が問

題となってお り,こ れらの点から鉄道や道路などの交通網の整備が多 くの所で課題 となってい

る。しかし,交 通網の整備は一般には,こ のような利用者や沿線 ・沿道住民に対する直接的な

インパクトだけでな く,間 接的には,都 市内の商業 ・工業 ・生活などの諸活動に対して種々の

インパクトを及ぼす。そ こで,交 通網の整備を検討する場合には,こ れらの間接効果を十分に

考慮して適切な計画案を策定することが重要である。

本研究では,上 述の観点に基づいて,鉄 道や道路などの交通網の整備が,商 業 ・工業 ・生活

などの各活動の立地条件に対してどのようなインパクトを及ぼすかを,イ ンパクト・スタディ

の考え方に基づいて定量的に予測 ・評価する1つ の評価システムを提案し,大 阪府南部の泉州

地域における幹線交通網に適用す る。

まず2で は,本 研究で提案する評価システムのよりどころであるインパクト・スタディの考

え方と,従 来の研究との関連を述べる。次に3で は,交 通網の整備が各種都市活動の立地条件

に及ぼすインパク トに着 目して整備計画案を評価する1つ のシステムを提案する。4で はこの

評価システムを用いて,泉 州地域における交通網に対 してケース ・スタディを行 う。 最後に5

では,本 研究の成果と今後の課題をまとめる。

2.イ ンパク ト・スタデ ィによる評価の方法

2-1.イ ンパク ト・スタディの考え方

インパクト・スタディは,種 々の公共事業の実施が地域社会に及ぼす経済的 ・社会的影響を,

定量的に予測 ・評価す る手法であ り,元 来,道 路整備による土地利用や土地価格の変化を予測
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するために開発されたもので あ る1)。このような地域社会に対する影響の多 くは,事 業の実施

後,一 定のタイム ・ラグを伴って生じる間接効果であり,イ ンパクト・スタディではこれらの

効果を計測す るために,ま ず,重 要と考えられる指標を選定し,前 後比較法 ・有無比較法 ・地

域比較法を適宜用いて,各 指標の変化を求 め る2)。そしてその大 きさに着 目して,事 業実施の

好ましさを評価す る。

現在では,イ ンパクト・スタディは道路整備だけでなく,ダ ム建設など多 くの公共事業の実

施効果を計測す るために用いられている。しかし,本 研究ではこの方法を交通網の評価に用い

ることから,2-2の 従来の研究との関連は交通網計画に関するものに限定する。

2-2.従 来の研究との関連

まず,交 通網整備によるインパクトを捉えるために用いられてきた主な指標を表1に 示す3)。

この表に示す ように,地 域社会に対する影響の大部分は,経 済活動や土地利用に関する指標を

用いて計測されている。 ところで,交 通網の整備による経済活動や土地利用の変化は,図1に

示す ように,交 通サービス条件や交通量の変化,さ らには商業 ・工業 ・生活などの各活動から

みた立地条件の変化を媒介にして生じるものである。 しかし,こ のうち各活動の立地条件は定

量的に扱 うのが困難であるため,従 来では現象面の客観的なデータとして利用で きる表1に 示

した指標を用いることが多い。このような指標の変化を予測するために,各 指標の過去におけ

る変動を,回 帰分析や時系列分析などを用いて分析して,各 指標 ごとに将来の値を推定するこ

とがよく行われる4)。

本研究では3で インパクト・スタディの考え方に基づいて1つ の評価システムを提案する。

これは上述の従来の研究 と比較して次のような特徴を有している。

表1　 イ ンパ ク ト ・スタデ ィに用 い る主 な指標

図1　 交通網の整備によるインパ

クトの関連
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まず,本 研究で提案する評価システムは,有 無比較法の考え方を用いて,比 較的狭小なゾー

ンを分析単位 として交通網整備によるインパクトを計測するものであ り,従 来の手法に比べて

より詳しい検討がで きる。

次に,従 来の方法の多くは現象面の客観的指標の変動を検討するためのものであ り,立 地条

件の好ましさはブラック ・ボ ックスとして土地利用や都市活動水準の予測が行われている。そ

こで本研究では,交 通網整備が商業 ・工業 ・生活などの諸活動の立地条件に及ぼす影響を,定

量的に予測,・評価することを目的 とする。

3.都 市活動の立地条件に着 目した評価システムの提案

3-1.評 価システムの全体構成

本研究で提案す る評価システムは,基 本的にはインパ クト・スタディの有無比較法に基づ く

ものであり,計 画案の実施前後における商業や工業の立地条件および生活環境を定量的に把握

図2　 評価システムの全体構成
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し,そ の差異に よって計画案の好ましさを評価するものである。そのために,計 画案の実施前

後における交通利便性を推定し,そ の結果を用いて各活動の立地条件を評価することが必要で

あり,評 価システムの中心は,交 通利便性の推定モデルと立地条件の評価モデルから成る。ま

た,都 市活動の立地条件を評価する場合には,都 市活動の現況を考慮し,さ らには各活動主体

の立地選好の多様性を評価の中に取 り入れることが好ましい。そ こで評価システムには,都 市

活動の現況からみて地域構造を分析するモデルを設ける。

図2は,評 価システムの全体構成を示した もので ある。 システムは,地 域構造の分析モデ

ル ・交通利便性の推定モデル ・立地条件の評価モデルの3つ のモデルを中心として構成されて

いる。以下,各 モデルについて説明する。

① 地域構造の分析モデル:こ のモデルは商業 ・工業 ・生活などの都市活動に関するデータを

用いて,い くつかのゾーンから成る対象地域を分析し,種 々の都市活動水準を同時に考慮し

て各ゾーンをい くつかのタイプに分類するものである。 この分析結果は,評 価モデルを作成

するために必要なアンケー ト調査の実施,お よび評価モデルにおける評価項 目間のウエイ ト

推定の際に用いる。

② 交通利便性の推定モデル:こ れは計画案の実施前後において,各 活動主体に対して鉄道や

バスなどのマス トランシ ット(以 下ではマス トラと略す)
,お よび 自動車による交通利便性

を推定するモデルである。

③ 立地条件の評価モデル:こ のモデルは計画案の実施前後における各活動主体の立地条件を

評価するものであ り,総 評価値 と充足レベルという異なった評価方法から成っている。 これ

らは互いに補完的なものであり,評 価の際には,項 目別の評価関数や ウエイ トなどの情報を

必要とする。

計画案を評価するためには,ま ず,計 画案の実施前後の交通網について,各 活動主体の交通

利便性を求め,さ らに各活動主体の立地条件を,交 通利便性以外の諸条件を同時に考慮して,

総評価値と充足レベルによる2通 りの方法を用いて評価する。 計画案の特徴と好ましさは,計

画案の実施前後における評価結果を比較す ることによって検討で きる。

3-2.地 域構造の分析モデル

本研究では,商 業 ・工業 ・生活などの活動水準からみた各ゾーンの特徴に対応して各活動主

体の立地条件に対する選好意識が異なるものと考え,各 ゾーンに対して適切な評価モデルを作

成する。そ こで ここでは,各 ゾーンの都市活動水準に着 目して各ゾーンを分類する1つ のモデ

ルを説明する。

図3に モデルの構成を示すが,モ デルは都市活動の現況に関する各種統計データを因子分析

の手法を用いて分析することを基本とする。因子分析を行な うと一般には複数の因子が導かれ,
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各ゾーンに対する因子負荷量 と各ゾーン

に対する因子得点を求め る ことが で き

る。以下では,図3の フローに沿って分

析の手法を述べる。

(1)因 子負荷量の算出と各因子の解釈

因子分析の基本的な考え方は,分 析対

象に関係する諸変数の関連がその中で潜

在的に含まれる少数の因子に よって生じ

るとい うものであ り,こ のことを前提と

してデ ータのばらつ きからそれらの因子

を導 くことが因子分析の主要な目的であ

る。よって,因 子分析によって見い出さ

図3　 地域構造の分析モデル

れる都市活動に関連した少数の 因子を通じて都市活動間の複雑な関連を説明することが容易に

なる。 また,各 因子について,各 変数に対する因子負荷量の値を検討することによって,各 因

子が都市活動の面からどのような特徴をもっているかを考察できる。

(2)因 子得点を用いた各ゾーンのタイプ分類

因子分析により各ゾーンについて因子得点を求めることができるが,そ の値を検討すること

に より,各 ゾーンの特性を因子ごとに考察できる。さらに,こ の因子得点をデータとしてクラ

スター分析を行なうことにより,各 ゾー ンを都 市活動タイプの類似性の面からい くつかのグ

ループに分類できる。また,各 ゾーンの因子得点を用いて,い くつかに分類したゾーンの特性

を検討することによって,各 タイプの特性を把握できる。 このように因子分析を介したクラス

ター分析による分類方法を用いると,因 子分析によって得られた主要なゾーン特性のみに着 目

して,各 ゾーンをい くつかのグループに分類す ることが可能 となる。

3-3.交 通利便性の推定モデル

交通網の整備計画案を実施すると種々のインパクトが生 じるが,こ こではマス トラや 自動車

に よる交通利便性の改善効果を特に取 り上げる。 また,交 通利便性は,鉄 道駅やバス停までの

距離や道路混雑などの様々な指標を用いて説明することも考 え られ るが,本 研究では,あ る

ゾーンか ら他のすべてのゾーンへの活動主体の行 き易さを意味するアクセシビリティの指標を

用いる。

(1)ア クセシビリティの定義

あるゾーンの活動主体が他のそれぞれ の ゾーン に対 してもつ交通手段の利用機会をポテン

シャルとして捉えたものを,本 研究ではアクセシビリティと名づけ,次 の式(1)で 定義するも
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の とす る。

た だ し, Akmj:ゾ ー ン ｊに お け る活 動kの 交 通 手 段mに よる ア クセ シ ビ リテ ィ

Pki:ゾ ー ンiに お け る活動kの 水 準

Tijm:ゾ ー ンi, j間 の 交通 手段mに よ る時 間 距 離

Skm:活 動kの 交通 手段mに よ る抵 抗 パ ラ メ ータ

この指標を用 いる と,交 通網整備前後の時間距離Tmijや 活動水準Pkiの データを用いて各

ゾーンにおける交通利便性をアクセシビリティとして求めることができ,そ の差異に よって計

画案の実施によるインパク トを検討できる。

(2)交 通抵抗パ ラメータSkmの 推定

本研究では,マ ス トラと自動車の各交通手段の利便性に対して “非常に満足”から “非常に

不満” まで5段 階のカテゴリーで問 うアンケー ト調査デ ータを用 い て,式(1)の パラメータ

Skmを 推定する。以下では特定の活動k,交 通手段mに 対するパ ラメー タの推定手順を述べ

る。

① 何通 りかのパ ラメータSkmの 値を設定し,各 場合について 各ゾーンのアクセシビリティを

求める。

② 活動kの 交通手段mの 利便性に関するアンケート調査データにつ いて,各 ゾーンで得ら

れた被験者回答の うち満足している人々の割合をもって各ゾーンにおける交通利便性の満足

率とし,こ れをゾーン別に求める。

③ パラメータSkmの 値を何通 りかに設定した各場合について,① と②で求めた各ゾーンにお

けるアクセシビリティと交通利便性の満足率 との関連度を関連分析によって検討し,そ れが

最も高い場合のパ ラメータSkmの 値を最良なものとして選ぶ。

3-4.立 地条件の評価モデル

ここでは,交 通利便性の条件 とそれ以外の条件を同時に考慮して,商 業 ・工業 ・生活の各活

動主体の立地条件を評価するモデルを説明する。 このモデルの特徴は,総 評価値 と充足レベル

とい う異なった評価方法を補完的に用いる点にある。 また,評 価モデルを構成する重要な要素

として,立 地条件に関する種々の評価項目について,物 理的諸量 と各活動主体の評価意識との

関連を表わす評価関数,お よび相対的な重要性を表わす ウエイ トがある。そ こで以下では,ま

ず,項 目別の評価関数とウエイ トを推定する方法を述べ,次 に総評価値 と充足 レベルによる評

価方法を説明する。

(1)
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(1)項 目別評価関数の推定

評価関数は,騒 音の大きさなどの物理量 とそれが人間に与える意識量との対応を表わす関数

である。評価関数を推定するためには,項 目ごとの評価値をアンケー ト調査などによって求め,

各項 目の物理量との関係を検討する方法がよく用いられる。 この場合,一 般には,人 々の意識

の多様性から評価値と物理量との間に一意的な関数形を設定することは困難であり,回 帰分析

などの手法を用いて関数形を推定する必要がある。 各項 目の評価関数は,次 のように表わす こ

とがで きる。

ui=ui(xi), i=1, 2, …, n (2)

ただし, ui, xi:そ れぞれ項 目iの 評価値 ・物理量(0≦ui≦1)

本研究では,評 価値 として満足率を用いる。満足率とは,あ る物理量の水準に対して全体の

中で満足する人の割合を意味す る。また,評 価関数の形 としては, 0≦ui≦1を 保証し,か つ非

負なるxiに 関して単調増加である多様な関数形を反映できる次の式(3)の ワイブル分布関数を

用いる5)。

ui=1-exp{-(xi-ri)βi/λi}, i=1, 2, …, n (3)

ただし,βi,γi,λi:それぞれ形 ・位置 ・尺度のパラメータ

なお,こ の関数はパ ラメータ βiの大きさによってその形状は大 きく変化 し,βiが1の 時は指

数分布であり,βiの 値が大きくなるにつれて正規分布に近 くなる。

(2)項 目別ウエイ トの推定

項 目別のウエイ トは,種 々の評価項 目が各活動の立地条件に対してどの程度の重要性をもつ

かを表わすものであ り,本 研究では,前 述の地域構造分析モデルによるゾーン分類のタイプご

とに各項 目のウエイ トが異なるものと考える。そこで,ゾ ーンタイプPに おける項 目iの ウエ

イ トをwipと 表わす。

各項 目のウエイ トを推定するために,こ こで は数量化理論II類 を用いる。そのためには各

項 目の満足度 と総合満足度について,ア イテム ・カテゴリー反応の形でのアンケー ト調査を必

要とし,各 項 目の満足度が総合満足度の回答パターンをもっとも良 く説明(判 別)す るように

項 目間の重要度を設定する。つま り,ア ンケート調査データを用いて総合満足度を外的基準と

し,各 項目の満足度を説明変数として,数 量化理論II類 による分析 を行 ない,そ れによって

各項 目に対して偏相関係数を得る。 これは各項 目が全体的な評価に及ぼす影響の大きさを表わ

すので,そ れらの総和が1.0に なるように基準化すれば,各 項目のウエイ トとして用いること

ができる。

(3)総 評価値による評価方法

各活動主体は,種 々の評価項目を同時に考慮して全体としての立地条件の好ましさを評価す
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る。仮に・重要であ り,か つ選好独立なn個 の評価項 目が設定できたとする。その場合には,

ある活動主体に対するタイプpの ゾーンrに おける立地条件の総評価値urpは,次 の式(4)に

よって求めることがで きる。

ただし, xir:ゾ ーンrに おける項目iの 物理量

(4)充 足レベルによる評価方法

上述の総評価値による評価方法では,あ る一項 目の評価値が極めて悪い場合でも総評価値 と

しては許容されるとい う場合が生じる。そこでこの点を補完す るために,充 足レベルという概

念を用いる。

充足レベルとい うのは,各 項目について立地条件として許容で きる最低のレベルであり,他

の項 目により代替できないある項 目の評価値が充足 レベル以下の場合には,当 該ゾーンの立地

条件に対して非常に大 きなペナルティを課し,他 の項 目の評価値が どれ ほ ど良くても,そ の

ゾーンの立地条件を許容できないものとして棄却しようとするものである。

本研究では評価値 として満足率を用いるので,各 項 目に対す る充足レベルをたとえば満足率

uiの レベルに設定すると, ui以 上の許容領域, ui未 満は不許容領域 として,項 目iの 許容値

qiは 次の式(5)を 用いて1-0変 数として評価できる。

qi

=1(
ui<uiの 時　 不 許 容)

0(ui≧uiの 時　 許 容)
 (5)

3-5.計 画案の評価手順

ここでは, 3-3と3-4で 説明した交通利便性の推定モデルと立地条件の評価モデルを用いて,

外生的に与えた交通網の整備計画案を評価する手順を箇条書きに述べる。

第1段 階:計 画案の実施前後の交通網について,交 通手段別のゾーン間時間距離や,ゾ ーン

別活動水準に関するデータを整理する。

第2段 階:計 画案の実施前後の交通網について,交 通利便性の推定モデルを用いて,各 ゾー

ンにおける交通手段別 ・活動別のアクセシビリティを推定する。

第3段 階:計 画案の実施前後の交通網について,立 地条件の評価モデルを用いて,各 ゾーン

における活動別の立地条件を,総 評価値 と充足 レベルの2通 りの方法を用いて評価する。

第4段 階:計 画案の実施前後の交通網について,各 活動主体に対する立地条件の評価値の差

異を検討する。 その場合,総 評価値による方法を用いて立地条件全体の好ましさに着 目して

 計画案を評価すると共に,充 足レベルによる方法を用いて立地条件に関連した問題点の改善

に着目して計画案を評価し,そ の結果を総合して計画案の最終的な評価を行な う。

(4)



インパク トスタデ ィに よる地域交通網計画の評価手法 とその応用 45

以上の評価手順は計画案が1つ の場合に

ついてのものであるが,複 数の計画案があ

る場合にも,そ れぞれの計画案の実施前後

の交通網について同様な手順を用いること

によって,各 計画案の好ましさを検討でき

る。

4.地 域交通網整備計画の評価へ

の適用と考察

4-1.評 価対象地域 と使用データ

(1)評 価対象地域

本研究で取 り上げる評価対象地域を図4

に示す。評価は太線で囲んだ地域を対象と

して行なうが,そ の際,図 に示す252個 の

1kmメ ッシュを評価の単位とする。

図4　評価対象地域

(2)使 用 デ ー タ

こ こで は,次 の メ ッシ ュ統 計 デ ー タ とア ン ケ ー ト調 査 デ ー タを 用 い る。

① メ ツシ ュ統 計 デ ー タ

後 に 述 べ る4-2の 地 域 構 造 分 析 と, 4-3と4-6の 立 地 条 件 の 評 価 の 際 に用 い る メ ッシ ュ統 計

表2　 使用 す る メ ッシ ュ統計 デ ー タの一 覧
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データを表2に 示す。これらは,総 理府統計局や大阪府において,国 勢調査や土地利用現況に

関する各種データを1kmメ ッシュに変換して作成したものである。

② アンケート調査データ

本研究では,昭 和54年9月 ～11月 に泉州地域の高石市 ・泉大津市 ・泉佐野市において実施

したアンケート調査データを用いる。 このアンケー ト調査は商業 ・工業 ・生活の各活動主体の

立地条件に対する評価意識の把握を目的としてお り,そ れに対応して次の3種 類のアンケート

調査票を作成した。

(i)商 業アンケート票:小 売 ・卸売 ・サービス業の各店舗を対象とす る。

(ii)工 業アンケート票:工 場主を対象とする。

(iii)生 活環境アンケー ト票:世 帯主を対象とする。

アンケー ト票の質問項 目はいずれも,被 験者の属性を問うフェイスシー トに関する項 目群 と

立地評価に関す る項 目群に分けることができる。立地評価に関する質問としては,各 項目につ

いての被験者の意識を,各 項目の満足度と総合満足度の面から,ア イテム ・カテゴリー反応の

表3　 泉州におけるアンケート票の構成
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形式で捉 えるようにしている。表3に,各 アンケート票の構成を示す。

調査票の配布 ・回収にあたっては,商 業と工業の各アンケートは調査員による面接調査を用

い,生 活環境のアンケー トは調査員が配布して郵送に よって回収した。 各アンケート票の配布

および回収の結果を,表4に 示す。

表4　 泉州アンケー ト調査票の配布 ・回収結果

なお,被 験者のサンプ リングにあたっては,調 査の予算や期間の面から配布 ・回収できるア

ンケー ト調査票の数が限られていたために,調 査の主旨に合 うように回収サンプルのばらつき

を極力避けるように工夫した。 具体的には,評 価対象地域にある252個 の1㎞ メッシュの中

から, 4-2で 述べる地域構造の分析 結果 に基づ いて都市活動からみて特徴のあるい くつかの

メッシュを選んだ。そして選定した各メッシュの中で被験者を住宅地図や事業所統計表を用い

てできるだけランダムに抽出した。

4-2.地 域構造の分析結果と考察

ここでは, 3-2で 説明した地域構造の分析モデルを用 いて,評 価対象地域の地域構造を分析

した結果をまとめ,考 察する。

因子分析による分析結果は,使 用する変数の構成により大きな影響を受け,特 に抽出される

因子の順位や因子負荷量 ・因子得点の結果が異なるもの と考えられる。そこで分析にあたって

は使用す るデータの構成が重要 となるが,対 象地域においては表2に 示したようにメッシュ統

計データが整備 されており,種 類としても都市活動について重要なものは一応そろっている。

そこで ここでは表2に 示す21種 類のメッシュ統計データを用いて分析を行なった。それに よっ

て得られた固有値 と分散比率および各変数に対する因子負荷量を表5に 示す。固有値が1.0以

上の3つ の因子軸が得られ, 3つ の軸による累積分散比率は97.1%で,か な り高い説明率と
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表5　各変数の因子負荷量

なっている。また,因 子負荷量により各因子の内容を検討すると,第I因 子について因子負荷

量の大きい変数は商業活動に関係したものであ り,こ の因子は商業活動を表わす軸と解釈でき

る。第II因 子については,常 住人口関係の変数や居住地面積に対する因子負荷量が大きく,こ

の因子は生活活動を表わす軸と解釈できる。 第III因 子では,製 造業関係の変数と工場地面積

の変数に対する因子負荷量が大きく,こ の因子は工業活動を表わす軸 と解釈できる。 この結果

より,本 研究では以下,都 市活動を商業 ・工業 ・生活の3通 りに大きく分けることとする。 な

お,よ り詳細な分析を必要とする場合には,活 動主体をさらに細分化することとも必要 となる。

次に,因 子分析によると各メッシュにおいて各因子がどの程度の大きさにあるかを示す因子

得点を,各 因子ごとに求めることができる。そ こで,商 業 ・工業 ・生活の諸活動を同時に考慮

して各メッシュをいくつかのパターンに分類するために,各 メッシュについて得られている3

つの因子の因子得点をデータとしてクラスター分析を行なった。その結果,各 メッシュは表6

に示す8種 類のタイプに分類できた。図5に 各 メッシュの活動タイプ分類の結果を示す。

これによると,海 岸沿いでは複数の活動が顕著なA～Dの タイプのメッシュが多 く,海 岸か



インパ クトスタデ ィに よる地域交通網計画の評価手法 とそめ応用 49

表6　 各 タイプにおいて顕著な活動

図5　 各 メ ッシ ュの活 動 タ イプ

ら離れるに従って工業活動のみが顕著なGタ イプと生活活動のみが顕著なEタ イプのメッシュ

が多 くみられる。 また,海 岸線から約5km以 上離れた丘陵部ではどの活動 も顕著でないHタ

イプのメッシュが非常に多く,評 価対象地域の約半分はこのHタ イプのメッシュで占められで

い る。

なお,以 上 の分 析 結 果 は, 4-1で 述 べ た ア ン ケ ー ト調 査 の 実施 対 象 メ ッシ ュの 選 定 の 際 に 用

いており,また, 4-3の立地条件の評価モデルの作成と4-6の立地条件の評価の場合にも用い

る。

4-3.交 通利便性の推定モデルと立地条件の評価モデルの作成

こ こで は, 3-3と3-4で 説 明 した 交 通 利 便 性 の 推 定 モ デ ル と 立 地 条 件 の 評 価 モ デ ル を, 4-1

で説 明 し た メ ッシ ュ統 計 デ ー タ とア ン ケ ー ト調 査 デ ー タを 用 い て 作成 す る。

(1)交 通 利 便 性 の 推 定 モ デ ル の 作 成

本 研 究 で は 各 メ ッシ ュに お け る交通 利 便性 を3-3の 式(1)に よっ て定 め る。 そ こで この 式 に

含 まれ るPki, Tmij, Skmの 各 指 標 に 対 す るデ ー タ の 作成 方法 を説 明す る。

① 活 動 水 準pkiの デ ー タに つ い て

本 研 究 で は 各 メ ッシ ュに お け る ア ク セ シ ビ

リテ ィ を商 業 ・工 業 ・生 活 の活 動 別,お よび

マス トラ ・自動 車 の 交 通 手 段 別 に 求 め るの

で,そ れ に対 応 し て相 手 ゾ ー ンの 各 活 動 水 準

Pkiと し て,表7に 示 す デ ー タ を用 い る。

表7　 活動水Pkiと して用いるデータ

②交通手段別のメッシュ間時間距離Tmijの データについて

メッシュi, j間 の時間距離Tmijは,マ ス トラと自動車の交通手段別に,走 行速度等のい く

つかの仮定のもとで次のようにして求めた。
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マス トラの場合:徒 歩時間 ・鉄道やバスの乗車時間 ・鉄道とバスの乗 り換え時間の合計

自動車の場合:自 動車の走行時間

表8　 抵 抗 バ ラ メー タS
③ 抵抗 パ ラ メー タSkmの 推 定

抵 抗 パ ラ メ ー タは3-3(2)で 説 明 し た 方法

を 用 い て 推 定 した 。 そ れ に よ る パ ラメ ー タ

Skmの 最 良推 定 値 を表8に 示 す 。 この 結 果 は,

式(1)を 用 い て求 め た ア クセ シ ビ リテ ィ と交

通 利 便 性 の 満 足 率 との 関 連 が も っ と も大 き く

な る場 合 の 値 で あ り,こ こで は 関 連 度 として

後述のワイブル分布関数を用いた回帰分析によって得られる相関係数を用いている。 抵抗パラ

メータの推定結果は商業 ・工業 ・生活の順で大きく,比 較的現実にかなっているが,相 関係数

の大きさは全体的に良いとはいえない。 これは,ア ジケート調査において,交 通利便性の満足

度に関する一定量のデータが得られたメッシュ数が少なかったことと,ア クセシビリティの算

出の際に活動水準Pkiと して用いたデータの内容に問題があるものと考えられる。

(2)立 地条件の評価モデルの作成

①項 目別評価関数の推定

ここでは,活 動別に各項目の評価関数を推定した結果をまとめる。 商業 ・工業についてはア

表9　 各評価項 目の物理量の一覧
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ンケー ト票に設けた5項 目に対して評価関数を推定し,生 活については物理量に関するデータ

が得られなかった項目7を 除 く9個 の項 目に対して評価関数を推定した。 その際,各 項 目の評

価関数は,次 の式(6)と 式(7)の ワイブル分布関数を適宜用いて,表9に 示すデータを各項 目

の物理量として回帰分析を行なって推定した。 なお,各 項 目の物理量の設定にあたっては,利

用可能な既存統計データをメッシュデータ化したものを用いて各項 目の内容を適切に説明する

と考えられる指標をいく通 りか作成し,そ れぞれについて回帰分析を行ってその中でもっとも

大きな相関係数が得られたものを採用した。

ui=1-exp(bi・xiai) (6)

ui=exp(bi・xiai) (7)

ただし, ai, bi:パ ラメータ

また,満 足率としては,各 メッシュで “やや満足” と “非常に満足”の各カテゴリーに反応

した人の割合を用いた。また分析の際には,サ ンプル数が少な く分析に用いるのに適当でない

メッシュは除いた。分析の結果を表10に 示す。推定精度はそれほど良 くな いが,全 体として

常識的な関数形が得られている。ところで,推 定精度を高めるためには,サ ンプル数を増加さ

せた り,各 項 目の物理量として他のより適切なデータを用いることが考えられる。 しかし,利

用可能なアンケート調査データや既存統計データが限られているため,以 下ではこれらの評価

表10　 各項 目の評価関数の推定結果
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図6-1　 項 目別 ウ ェイ トの推定

結 果 〔商業 〕

図6-2　 項 目別 ウ ェイ トの推 定

結 果 〔工業 〕

図6-3　 項 目別 ウ ェイ トの推定 結果 〔生 活〕

関数を用いて分析を進める。

図7　 メッシュのタイプ分類に

よる相関比の二乗の変化

②項目別ウエイ トの推定

ここでは,各 メッシュタイプにおける各評価項目のウエイ

トを推定する。

まず,図5の メッシュタイプを考慮して ア ンケ ー ト調 査

データを分類し,各 タイプに属ずるデータを用いて, 3-4(2)

で説明した数量化理論II類 の方法に よって各項 目のウエイ

トを求めた。商業 ・工業 ・生活の各活動に対する分析結果を

図6(そ の1)～(そ の3)に 示す。

各活動 ともすべてのタイプに1ついて相関比の二乗 η2は比

較的高く,良 好な分析結果が得られている。また,い ずれの

タイプについても相関比の二乗は図7に 示すように,タ イプ

を考慮せずにサンプルの総数を用いた場合の相関比の二乗よ

りも全体的に向上してお り,こ れによりメッシュタイプごと
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に項 目別のウエイ トを求めることの有効性が認めら

れる。

4-4.交 通網の整備計画案の作成

ここでは評価の対象 とする交通網の整備計画案を

説明する。計画案はマス トラ網 と道路網について次

の整備を同時に実施したものであ り,図8に 地図上

で示す。

まず道路網については,現 状の道路網に加えて,

大阪外環状線 ・第2阪 和国道 ・近畿自動車道和歌山

線 ・大阪湾岸道路全線 ・泉州山手線を新たに整 備す

るものである。現 状 の道路網をR0,整 備後の道路

網をR1と する。
図8　 計画 案P0, P1

次にマス トラ網については,現 状のマス トラ網に

加えて,外 環状線の建設 ・地下鉄御堂筋線の中百舌への延伸 ・国鉄阪和線と環状線との直通化

を実施するものである。現状のマス トラ網をM0,整 備後のマス トラ網をM1と する。

また,道 路網R0と マス トラ網M0の 組合わせとしての現状 の交通網を計画案P0と し,道

路網R1と マス トラ網M1の 組合わせである道路 とマス トラを共に整備した後 の交通網を計画

案P1と する。

4-5.交 通 利 便 性 の推 定 結 果 と考 察

こ こで は, 4-3で 作成 し た交 通 利 便 性 の 推 定 モ デ

ル を用 い て,商 業 ・工業 ・生 活 の 活 動 別 に 各 メ ッ

シ ュに お け る 自動 車 とマ ス トラに よ る ア クセ シ ビ リ

テ ィを 計算 し た 。な お,対 象 とす る交 通 網 とし て は,

自動 車 の 場 合 に は 道 路 網R0, R1を 用 い,マ ス トラ

の 場 合 に は マ ス トラ網M0, M1を 用 い た 。

ま ず,図9は,道 路 網R0と マ ス トラ網M0に 対

す る ア クセ シ ビ リテ ィの 計 算 結 果 で あ る。 なお,各

活 動 に つ い て の 計 算 結 果 の 傾 向は そ れ ほ ど変 わ らな

か った の で,こ こで は 商 業 活 動 か らみ た 結 果 のみ を

示 し て い る 。 この 図 に よ り各 メ ッシ ュに お け る現 状

の交 通 利 便 性 の 良 さを,自 動 車 とマ ス トラの 交通 手

段 別 に把 握 で き る。

図9　 現在 の道路 網R0に お け る 自動 車

のア クセ シ ビ リテ ィ と現 在 の マス

トラ網M0に おけ る マ ス トラの ア

クセシ ビ リテ ィ
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次 に,道 路 網R1と マス トラ網M1に 対 す る ア ク

セ シ ビ リテ ィは,現 状 との差 異 をわ か りや す くす る

た め に現 状 の ア クセ シ ビ リ テ ィ と の 差 と して表 わ

す 。 こ こで も商 業 活 動 に 限定 し て,自 動 車 とマ ス ト

ラに よ る ア クセ シ ビ リテ ィの 計 算 結 果 を,そ れ ぞ れ

R1とR0と の 差 , M1とM0と の差 とし て 図10に

示 す 。 これ に よ り各 メ ッシ ュに お け る交通 利 便 性 が

道 路 網 や マ ス トラ網 の 整 備 に よ って どの よ うに 向 上

す るか を把 握 で き る。

図10　 道路 網R1の 整備 に よる 自動 車 の

ア クセシ ビ リテ ィの 向上 とマス ト

ラ網M1の 整 備 に よ るマス トラの

ア クセシ ビ リテ ィの向上

4-6.立 地 条 件 の評 価 結 果 と考 察

こ こで は, 4-3で 作 成 した 立地 条 件 の 評 価 モ デ ル

を 用 い て, 4-4で 説 明 した 現 状 を 含 め た2つ の 計 画

案P0, P1を 実 施 した 場 合 の 各 メ ッシ ュに お け る立

地条件を評価する。 以下に,総 評価値 と充足 レベルの各方法を用いた計算結果をまとめ,考 察

する。

(1)総 評価値による結果 と考察

商業 ・工業 ・生活の各活動について, 4-3で 作成

した立地条件の評価モデルを用いて各メッシュにお

ける総評価値を求めた。一例 として商業活動につい

ての結果を示すが,計 画案P0とP1の 総評価値に

はそれほど大きな差はなかったので,こ こでは計画

案P0の 結果だけを,図11に 示す。 なお,計 画案

P1の 実施によって現状から変化す るの は,交 通利

便性に関する項 目だけであ り,そ の他の項 目につい

ては物理量 ・評価値とも変化しない・もの とした。 ま

た,図11は 各メッシュにおけ る現在の商業立地条

件の好ましさを表わすが,こ の分布は現実の商業活

動水準の分布を比較的良 く説明している。 図11　 現状の計画案P0に おける商業活

動のメッシュ別総評価値

(2)充 足 レベルに よる結果 と考察

各活動の項 目別評価値に対する充足レベルを,こ こでは満足率40%に 設定 し,各 メッシュ

における問題点を検討した。 その結果の一例 として,商 業活動の自動車 とマス トラによる利便

性についての結果を図12に 示す。 この図は,項 目1と 項 目2の 問題点に着目して各メッシュ
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を分 類 し た もの で あ る。 これ に よる と,評 価 対 象 地 域 は,自 動 車 の 利 便 性 は 良 い が マ ス トラの

利 便性 が 悪 い パ タ ー ン3の メ ッシ ュ と,自 動 車 と マ ス ト ラ の 利 便 性 が 共 に 良 い パ タ ー ン4の

メ ッシ ュに 大 き く分 け る こ とが で きる 。

4-7.計 画 案 の 評 価 結 果 と考 察

ここでは,計 画案P1の 好ましさを,総 評価値と充足しベルの2通 りの方法を用いて現状の

ままの計画案P0と 比較し,交 通網の整備による各活動の立地条件の変化を検討する。

図12　 充 足 レベ ルに よる各 メッシ ュの タ

イ プ分類 〔商 業,計 画 案P0, P1〕

図13　 計画案P1の 実施に よる総評価値

の向上分 〔商業〕

(1)総 評価値による評価結果 と考察

まず, 4-6(1)で 求めた計画案P1の 総評価値か ら現状のままの計画案P0の 総評価値を引き,

各メッシュについて交通網整備による総評価値の向上分を求めた。その結果,商 業 ・工業 ・生

活の各活動についてほぼ同様な傾向がみられたので,こ こでは商業活動の結果のみを図13に

示す。

これによると,評 価対象地域全域にわたって総評価値は向上しているが,中 で も鉄道の外環

状線や,道 路の大阪外環状線 ・近畿 自動車道和歌山線の周辺地域においてその向上は比較的大

きく,こ れらの建設は商業活動の立地条件をい くらか良くする。工業 ・生活の各活動について

もほぼ同様な結果が得られているが,こ のうち自動車の利便性が比較的重要と考えられている

工業活動に対 しては,道 路周辺の地域における立地条件の向上が比較的顕著である。

(2)充 足レベルによる評価結果と考察

4-6(2)で は,自 動車とマス トラの利便性に着目して計画案P0とP1を それぞれについて各

メッシュの問題点を検討し,メ ッシュを4通 りのパターンに分類 した。 ここでは,計 画案P1
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図14　 計画案P1の 実施による各 メッシ

ュにおける充足 レベルか らみた タ

イプ変化 〔生活〕

と現状のままの計画案P0に ついての各メッシュパ

ターンを比較することによって,計 画案P1の 評価

を各活動別に行なった。その結果,商 業については

変化はみられず,工 業についてもほとんど変化はみ

られなかった。そこで ここでは,生 活についての結

果を図14に 示す。

これによると,対 象地域の東部ではマス トラの利

便性に問題はあるが,自 動車の利便性の問題点はい

くつかのメッシュにおいて解消され,南 部では自動

車の利便性が改善されて自動車 とマス トラ共に問題

点がな くなるメッシュがい くらかみられる。これら

は,大 阪外環状線や近畿 自動車道の道路建設による

効果と考えられる。

4.お わ り に

本研究では,マ ス トラや道路などの交通施設の整備が,商 業 ・工業 ・生活などの諸活動の立

地条件に及ぼすインパク トに着 目して,交 通施設整備の計画案を評価する1つ のシステムを提

案した。 この評価システムの特徴は次のようにまとめることができる。

① 評価対象地域を多くのゾーンに分割し,各 ゾーンごとに交通施設整備によるインパクトを

評価す るので,イ ンパ クトの空間的分布を考慮して計画案を評価できる
。

② 地域構造の分析モデルを用いて各種都市活動水準からみた各ゾーンの特性を分析し
,そ の

結果を計画案の評価の際に考慮できる。

③ 立地条件の全体的な好ましさを用いる総評価値による方法 と,評 価項 目別の許容基準を用

いる充足レベルによる方法を補完的に用いることにより
,計 画案をより正確に評価できる。

本研究では交通網整備が各活動の立地条件に及ぼす影響に都 しているが ,立 地条件の変化

は長期的には各ゾーンにおける各種都市活動の水準や土地利用形態をも変化させる
。そとで今

後はこの点をも取 り扱えるように評価システムを拡張し,望 ましい地域構造や土地利用への誘

導という観点から地域交通網の整備を評価することので きる総合的な評価システムの確立が重

要 と考える。

最後に,本 研究を進めるにあたって討議ならびに作業に協力いただいた建設省四国地建(も

と京都大学大学院)の 中川大氏,お よび資料の提供をいただいた建設省近畿地建に感謝の意を

表します。
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Evaluation Method for Transportion Network

 Planning and its Application

Kozo AMANO, Tsunekazu TODA, Hirofumi ABE

(Kyoto University)

In this paper we propose a comprehensive method to evaluate alternative

 projects in transportation network planning. This method has three stages.
(1) Analytical description of regional structure, describing the spatial distribution

 of commercial, industrial and residential activities using factor analysis and
 cluster analysis.

(2) Estimation of accessibility, of each zone using Hansen's concept of accessibility.
(3) Evaluation, by calculating the utility of locating activities in each zone 

before and after transportation network improvement, using the utility

 function approach.
Using this three-stage method, useful insights can be obtained about the

 general effects of alternative network improvement projects.
The method was used on a regional transportation network planning problem

 and the reliability of the method was examined.


